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四日市看護医療大学学則（案） 
 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 本学は、教育基本法及び学校教育法の精神に基づき、看護医療の分野に関

する専門知識・技術の教育と研究を行い、あわせて豊かな教養と人格を兼ね備え、

地域の保健、医療、福祉に寄与し、地域の活力向上に資する看護医療専門職の人

材を育成することを目的及び使命とする。 

 

（自己評価等） 

第２条 本学は、教育研究水準の向上を図り、建学の目的を達成するため、自ら教

育研究活動等の状況について点検・評価を行う。 

２ 前項に関する必要な事項は、別に定める。 

 

（情報の公開） 

第３条 本学における教育研究活動等の状況について、刊行物への掲載その他広く

周知を図ることができる方法によって、積極的にその情報を公開するものとする。 

 

 

第２章 学部、学科、入学定員及び収容定員 

（学部） 

第４条 本学に次の学部を置く。 

看護医療学部 

２ 前項の学部に置く学科及びその入学定員、収容定員は、次のとおりとする。 

 

学  部 学  科 入学定員 収容定員 

看護医療学部 
看護学科 100 400 

臨床検査学科 50 200 

 

 

第３章 学年、学期及び休業日 

（学年） 
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第５条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

（学期） 

第６条 学年を次の２学期に分ける。 

前学期 ４月１日から９月１５日まで 

後学期 ９月１６日から翌年３月３１日まで 

 

（休業日） 

第７条 休業日は、次のとおりとする。 

（1）日曜日 

（2）国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日。ただ

し同法第３条２項に定める休日を除く。 

（3）春季休業日 ３月２１日から３月３１日まで 

（4）夏季休業日 ８月１日から９月１５日まで 

（5）冬季休業日 １２月２３日から翌年１月１０日まで 

２ 必要がある場合は、学長は、前項の休業日を臨時に変更することができる。 

３ 第１項に定めるもののほか、学長は、臨時の休業日を定めることができる。 

 

 

第４章 修業年限及び在学年限 

（修業年限） 

第８条  本学の修業年限は、４年とする。 

 

（在学期間） 

第９条  学生は、８年を超えて在学することができない。 

 

 

第５章 入学 

（入学の時期） 

第10条  入学の時期は、学年の始めとする。ただし、第１６条、第１７条に規定す

るものについては、学期の始めとすることができる。 

 

（入学資格） 

第11条  本学に入学することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

（1）高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

（2）通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程に

よりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。） 
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（3）外国において学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる

者で文部科学大臣の指定した者 

（4）文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在

外教育施設の当該課程を修了した者 

（5）専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣

が定める基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部

科学大臣が定める日以後に修了した者 

（6）文部科学大臣の指定した者 

（7）高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学省令第１号）により文

部科学大臣の行う高等学校卒業程度認定試験に合格した者（同規則附則第２条

の規定による廃止前の大学入学資格検定規程（昭和２６年文部省令第１３号）

による大学入学資格検定に合格した者を含む。） 

（8）前各号に定める者の他、本学における個別の入学資格審査により、高等学校

を卒業した者と同等以上の学力があると学長が認めた者で、１８歳に達したも

の 

 

（入学の出願） 

第12条  本学への入学を志願する者は、本学指定の期日までに、入学願書に所定の

入学検定料及び別に定める書類を添えて、学長に願い出なければならない。 

 

（入学者の選考） 

第13条  前条の入学志願者については、別に定めるところにより選考のうえ、教授

会の意見を聴取し、学長が合格者を決定する。 

 

（入学手続及び入学許可） 

第14条 前条の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は、所定の期日までに、

本学所定の書類を提出するとともに、所定の入学金、学納金等を納付しなければ

ならない。 

２ 学長は、教授会の意見を聴取の上、前項の入学手続を完了した者に入学を許可

する。 

 

第15条 （削除） 

（再入学） 
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第16条 本学に再入学を志願する者があるときは、欠員のある場合に限り、選考の

上、相当の年次に入学を許可することができる。 

 

（転入学） 

第17条 本学に転入学を志願する者があるときは、欠員のある場合に限り、選考の

上、相当の年次に入学を許可することができる。 

 

 

第６章 教育課程及び履修方法等 

（教育課程） 

第18条 教育課程は、各授業科目を必修科目、選択科目及び自由科目に分け、これを

各年次に配当して編成するものとする。 

 

（単位） 

第19条 授業科目、単位数及び卒業に必要な単位数は、別表１のとおりとする。 

２ 第15条から第17条に定める学生の履修方法及び卒業に必要な単位数については、

別に定める。 

 

（単位の計算方法） 

第20条 各授業科目の単位数は、１単位の授業時間を４５時間の学修を必要とする

内容をもって構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育

効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の基準により計算するものとす

る。 

（1）講義及び演習については、１５時間から３０時間の授業をもって１単位とす

る。 

（2）実験、実習及び実技については、３０時間から４５時間の授業をもって１単

位とする。 

２ 前項の規定に関わらず、卒業論文、卒業研究等の授業科目については、これら

の学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これ

に必要な学修等を考慮して単位数を定めることができる。 

（1年間の授業期間） 
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第21条 １年間の授業期間は、定期試験等の日数を含め、３５週にわたることを原則

とする。 

 

（単位の授与） 

第22条 授業科目を履修し、その試験に合格した者には、所定の単位を与える。 

 

（成績の評価） 

第23条 成績の評価は１００点満点とし、Ｓ（１００～９０点）、Ａ（８９～８０点）、

Ｂ（７９～７０点）、Ｃ（６９～６０点）、Ｄ（５９点以下）評語をもって表し、Ｓ、

Ａ、Ｂ、Ｃを合格とする。 

 

（他の大学又は短期大学における授業科目の履修等） 

第24条 教育上有益と認めるときは、学生が大学の定めるところにより他の大学又は

短期大学において履修した授業科目について修得した単位を、６０単位を超えない

範囲で本学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定は、学生が、外国の大学又は短期大学に留学する場合、外国の大学又

は短期大学が行なう通信教育における授業科目を我が国において履修する場合及び

外国の大学又は短期大学の教育課程を有するものとして当該外国の学校教育制度に

おいて位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該

教育課程における授業科目を我が国において履修する場合について準用する。 

 

（大学以外の教育施設等における学修） 

第25条 教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科

における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、本学における授業科目の履

修とみなし、大学の定めるところにより単位を与えることができる。 

２ 前項により与えることができる単位数は、前条により本学において修得したもの

とみなす単位数と合わせて６０単位を超えないものとする。 

 

（入学前の既修得単位等の認定） 

第26条 教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に大学又は短期大学に

おいて履修した授業科目について修得した単位を、本学に入学した後の本学におけ

る授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に行なった前条に規定する

学修を、本学における授業科目の履修とみなし、大学の定めるところにより単位を

与えることができる。 

３ 前２項により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、編入学、

転学等の場合を除き、本学において修得した単位以外のものについては、第24条第
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１項及び第２項並びに、前条第１項により本学において修得したものとみなす単位

数と合わせて６０単位を超えないものとする。 

 

（卒業に必要な単位） 

第27条 卒業要件は別表１のとおりとする。 

 

 

第７章 休学、転学、留学、退学及び除籍 

（休学） 

第28条 疾病その他のやむを得ない理由により２か月以上修学することができない者

は、医師の診断書又は詳細な事由書を添えて学長に願い出て、許可を得て休学する

ことができる。 

２ 疾病のため修学することが適当でないと認められる者については、学長は休学を

命ずることができる。 

 

（休学期間） 

第29条 休学期間は、１年以内とする。ただし、特別の理由がある場合は、改めて許

可を得て、更に１年以内に限り休学することができる。 

２ 休学期間は、通算して４年を超えることができない。 

３ 休学期間は、第９条の在学期間に算入しない。 

 

（復学） 

第30条 休学期間中にその理由が消滅した場合は、教授会の意見を聴取の上、学長の

許可を得て復学することができる。 

 

（転学） 

第31条 他の大学への入学又は転入学を志願しようとする者は、学長の許可を受けな

ければならない。 

 

（留学） 

第32条 外国の大学で授業科目を履修しようとする者は、学長に願い出て、許可を

得て留学することができる。 

２ 第24条の規定は、外国の大学へ留学する場合に準用する。 

 

（退学） 

第33条 退学しようとする者は、学長の許可を受けなければならない。 

（除籍） 
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第34条 次の各号の一に該当する者は、教授会の意見を聴取の上、学長が除籍する

ことができる。 

（1） 授業料等の納付を怠り、督促してもなお納付しない者 

（2） 第９条に定める在学年限を超えた者 

（3） 第２９条に定める休学期間を超えてなお復学できない者 

（4） 第３０条の復学手続きのない者 

（5） 死亡した者又は長期間にわたり行方不明の者 
 

（休学、復学、転学、留学、退学、除籍に関する手続き） 

第35条 休学、復学、転学、留学、退学及び除籍の手続きに関して、必要な事項に

ついては、別に定める。 

 

 

第８章 卒業及び学位 

（卒業） 

第36条 本学に４年以上在学し、第１９条第２項別表１に定める所定の単位数を修

得した者については、教授会の意見を聴取の上、学長が卒業を認定する。 

 

（学位） 

第37条 卒業した者に対し、学長は、教授会の意見を聴取の上、次の区分に従い

、学士の学位を授与する。 

 

 

 

 

 

第９章 賞罰 

（表彰） 

第38条 学長は、学生として表彰に価する行為があった者に対して、教授会の意見を

聴取の上、これを表彰することができる。 

２ 前項に関する必要な事項は、別に定める。 

 

 

（懲戒） 

第39条 学長は、本学の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為をした者

学  部 学  科 学  位 

看護医療学部 
看護学科 学士（看護学） 

臨床検査学科 学士（臨床検査学） 
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に対して、教授会の意見を聴取の上、懲戒することができる。 

２ 前項の懲戒は、退学、停学及び訓告とする。 

３ 前項の退学は、次の各号の一に該当する者に対して行うことができる。 

（1） 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

（2） 学業を怠り、成業の見込みがないと認められる者 

（3） 正当な理由がなくて出席が常でないと認められる者 

（4） 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく反した者 

（5） その他本学に在学させることが不適当と認められる者 

 

 

第10章 研究生、科目等履修生、聴講生、特別聴講学生及び委託生 

（研究生） 

第40条 本学において、特定の専門事項について研究することを志願する者があると

きは、本学の教育研究に支障のない場合に限り、選考のうえ、教授会の意見を聴取

し、学長は研究生として入学を許可することができる。 

 

（科目等履修生） 

第41条 本学において特定の授業科目を履修することを志願する者があるときは、

本学の教育に支障のない場合に限り、選考のうえ、教授会の意見を聴取し、学長

は科目等履修生として入学を許可することができる。 

２ 学長は、科目等履修生に対して、単位を与えることができる。 

 

（聴講生） 

第41条の2 本学において特定の授業科目を聴講することを志願する者があるとき

は、本学の教育に支障のない場合に限り、選考のうえ、教授会の意見を聴取の

上、学長は聴講生として入学を許可することができる。 

２ 聴講生は単位修得の認定を受けることはできない。 

 

（特別聴講学生） 

第42条 他の大学（外国の大学を含む。）の学生で、本学において授業科目を履修す

ることを志願する者があるときは、当該他大学との協議に基づき、教授会の意見を

聴取の上、学長は特別聴講学生として入学を許可することができる。 

 

（委託生） 

第43条 官庁、公共団体、企業等から、その所属職員について１学期以上を在学期間

とし、学修科目又は研究事項を指定して、学生委託の願い出があるときは、選考の

うえ、教授会の意見を聴取し、学長は委託生として入学を許可することができる。 



9 

 

 

（研究生等に関する規則） 

第44条 研究生、科目等履修生、聴講生、特別聴講学生及び委託生に関する必要な事

項は、別に定める。 

 

 

第11章 検定料、入学金、授業料等 

（検定料、入学金及び授業料等の額） 

第45条 検定料、入学金、授業料等は別表２、別表３のとおりとする。 

 

（授業料等の納付） 

第46条 授業料等は年額の２分の１ずつを次の２期に分けて納付しなければならな

い。 

区 分                    納付期限 

１期（４月１日から９月１５日まで）    ４月末日 

（但し入学にあってはその手続期間） 

２期（９月１６日から翌年３月３１日まで） １０月末日 

 

（学年中途の復学及び入学者の授業料等） 

第47条 １期又は２期の期間中において、復学又は入学した者は、復学又は入学した

月日の属する当該期の授業料等を納付しなければならない。 

 

（学年中途の卒業見込者授業料等） 

第48条 学年の中途で卒業する見込みの者は、卒業する見込みの月日が属する当該期

の授業料等を納付するものとする。 

 

（退学、除籍及び停学者の授業料等） 

第49条 １期又は２期の中途で退学し、又は除籍された者は、当該期の授業料等を納

付するものとする。 

２ 停学者は、停学期間中の授業料等を納付しなければならない。 

 

（休学者の授業料等） 

第50条 １期又は２期の全期間を休学した者は、当該期の授業料等を免除する。 

 

 

（既納料の返還） 

第51条 納付した検定料、入学金、授業料等はいかなる事情があっても返還しない。
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ただし、入学辞退者は、指定期日までに申し出により既納の納付金のうち授業料

等のみ返還する。 

 

 

第12章 公開講座 

（公開講座） 

第52条 社会人の教養を高め、文化の向上に資するため、本学に公開講座を開設す

ることができる。 

２ 前項に関する必要な事項は、別に定める。 

 

 

第13章 職員組織 

（職員） 

第53条 本学に学長、副学長、教授、准教授、講師、助教、助手、事務職員及びそ

の他の職員を置く。 

２ 本学に客員教授、特任教授、特任准教授及び特任講師を置くことができる。 

３ 前項に関する必要な事項は、別に定める。 

 

（学長） 

第53条の2 学長は、校務をつかさどり、所属職員を統督する。 

 

 

（部局等の長） 

第54条 本学の学科に学科長を置く。 

２ 本学に企画部を置き、企画部に企画部長を置く。 

３ 本学に事務局を置き、事務局長を置く。 

４ 前各項に関する必要な事項は、別に定める。 

 

 

第14章 大学運営委員会及び教授会等 

（大学運営委員会） 

第55条 本学の管理運営に関する重要な事項を審議するため、大学運営委員会を置

く。 

２ 大学運営委員会に関して必要な事項は別に定める。 
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（教授会） 

第56条 本学の教育研究に関する重要な事項を審議するために、教授会を置く。 

２ 教授会に教育課程及び学生の福利厚生等に関する専門的事項を審議するため、

各種委員会を置くことができる。 

３ 教授会及び各種委員会に関して必要な事項は別に定める。 

 

（学術研究会議） 

第57条 （削除） 

２ （削除） 

 

（入試委員会） 

第58条 本学に入学試験及びこれらに関連する学生募集活動に関する事項について

審議するため、入試委員会を置く。 

２ 入試委員会に関して必要な事項は別に定める。 

 

（教員人事審議会） 

第59条 本学に、教員の採用等に関する事項を審議するため、教員人事審議会を置

く。 

２ 教員人事審議会に関して必要な事項は別に定める。 

 

（自己点検・評価委員会） 

第60条 本学に、自己点検・評価に関する事項を審議するため、自己点検・評価委

員会を置く。 

２ 自己点検・評価委員会に関して必要な事項は別に定める。 

 

 

第15章 その他 

（研究生等の学則の準用） 

第61条 研究生、科目等履修生、聴講生、特別聴講学生及び委託生に対しては、別

に定めるもののほか、この学則中、学生に関する規定を準用する。 
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（その他） 

第62条 この学則を実施するために必要な事項は、学長が別に定める。 

 

２ 第４条第２項の適用にあたって、同条中の収容定員については、次表に掲げる

年度の人数に読み替えるものとする。 

 

学  科 年  度 第１年次 第２年次 第３年次 収容定員 

看護学科 

平成19年度 95 － － 95 

平成20年度 95 95 － 190 

平成21年度 95 95 105 295 

 

附 則 

この学則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２２年９月１６日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２４年９月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２５年６月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２７年４月１日から施行する。 
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附 則 

この規程は、平成３０年６月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成３２年４月１日から施行する。 

 

 

別表１ 

卒業要件 

看護学科 

  本学科の卒業に必要な取得単位数は126単位以上とし、内容は以下のとおりとす

る。 

 

  必修科目：109単位 選択科目：17単位以上 合計126単位以上 

 

  ただし、平成23年度以前の入学生については、卒業に必要な取得単位数は128単 

 位以上とし、内容は以下のとおりとする。 

   （平成23年度以前の入学生適用 平成23年4月1日施行） 

 区 分 卒業要件 

基礎科目 

人間文化 6科目 12単位

選択 8単位 

必修12単位 

人間社会 8科目 16単位

語学 3科目 6単位

科学的思考 7科目 14単位

演習 2科目 4単位

専門基礎

科目 

社会保健科学 3科目 6単位  必修  6単位 

健康科学 10科目 20単位  必修  20単位 

専門科目 

基礎領域 7科目 13単位  必修  13単位 

生涯領域 19科目 34単位  必修  34単位 

広域領域 16科目 25単位  必修  25単位 

展開領域 15科目 18単位
 必修   8単位 

 選択   2単位 

計 96科目 168単位 128単位以上 



14 

 

臨床検査学科 

本学科の卒業に必要な取得単位数は 126 単位以上とし、内容は以下のとおりとす

る。 

 

必修科目：117 単位 選択科目：9 単位以上 合計 126 単位以上 
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授業科目及び単位数 
    看護医療学部・看護学科の授業科目及び単位数は以下のとおりとする。 

区分 目標 授業科目 
配当 
年次 

単位数 授業形態 
備
考必

修 
選
択 

講
義 

演
習

実
習

看
護
を
実
践
す
る 

看
護
の
原
理 

看護学概論 1 前 2   ○   

看護技術概論 1 前 2   ○   

ヘルスアセスメント 1 後 1    ○  

看護対象論（患者から学ぶ） 1 後  1 ○   

看護技術論Ⅰ（日常生活行動援助） 2 前 2    ○  

基礎看護学実習Ⅰ（日常生活援助） 2 前 1     ○  

地域看護学概論 2 前 2   ○   

看護技術論Ⅱ（診療に伴う技術） 2 後 1    ○  

看護過程論 2 後 1    ○  

家族看護学 2 後 1   ○   

学校看護学 2 後  1 ○   

地域看護活動論Ⅰ（アセスメント・地域の健康支援Ⅰ） 2 後  2 ○   

基礎看護学実習Ⅱ（看護過程） 2 後 2     ○  

コミュニティケア実習 2 後 1     ○  

看護リスクマネジメント 3 前 1    ○  

在宅看護学 3 前 2    ○  

地域看護活動論Ⅱ（地区診断） 3 前  1  ○  

看護管理・看護マネジメント論 4 前 2   ○   

高度実践看護学入門 4 後  1 ○   

助産管理 4 後  1 ○   

統合実習 4 前 2     ○  

ラ
イ
フ
プ
ロ
セ
ス
と
看
護 

人間発達学 1 前 1   ○   

成人看護学概論 1 後 2   ○   

成人慢性期援助論Ⅰ（慢性期の看護） 2 前 1    ○  

老年看護学概論 2 前 1   ○   

小児看護学概論 2 前 1   ○   

母性看護学概論 2 前 1   ○   

精神看護学概論 2 前 1   ○   

リハビリテーション看護論 2 前  1 ○   

成人急性期援助論Ⅰ（周手術期看護） 2 後 1    ○  

成人慢性期援助論Ⅱ（終末期の看護） 2 後 1    ○  

老年看護援助論Ⅰ（高齢者の健康を支える看護） 2 後 2   ○   

小児看護援助論Ⅰ（子どもの健康を支える看護） 2 後 2   ○   

母性看護援助論Ⅰ（母性のライフステージと看護） 2 後 1   ○   

精神看護援助論Ⅰ（こころの健康と看護） 2 後 2   ○   

成人急性期援助論Ⅱ（救急看護） 3 前 1    ○  

老年看護援助論Ⅱ（高齢者の健康障害と看護） 3 前 1    ○  

小児看護援助論Ⅱ（子どもの健康障害と看護） 3 前 1    ○  

母性看護援助論Ⅱ（周産期の看護） 3 前 2    ○  

精神看護援助論Ⅱ（精神障がいと看護） 3 前 1    ○  
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区分 目標 授業科目 
配当 
年次 

単位数 授業形態 

備考 必
修

選
択 

講
義 

演
習 

実
習

看
護
を
実
践
す
る 

ラ
イ
フ
プ
ロ
セ
ス
と
看
護 

成人看護学実習Ⅰ（急性期の看護） 3 後 3       ○   

成人看護学実習Ⅱ（慢性期の看護） 3 後 3       ○   

老年看護学実習 3 後 4       ○   

小児看護学実習 3 後 2       ○   

母性看護学実習 3 後 2       ○   

精神看護学実習 3 後 2       ○   

在宅看護学実習 3 後 2       ○   

助産学概論 3 後 2 ○      

助産診断・技術学Ⅰ（妊娠） 4 前 2 ○     

助産診断・技術学Ⅱ（分娩） 4 前 3 ○     

助産診断・技術学Ⅲ（産褥・新生児） 4 前 1 ○     

助産学実習 4 通年 9     ○   

産
業
看
護

産業看護学概論 2 前 2   ○      

産業看護活動論Ⅰ 3 前 2 ○      

産業看護活動論Ⅱ 3 後 2 ○      

人
と
つ
な
が
る 

ヒ
ュ
ー
マ
ン
ケ
ア
・
看
護
倫
理 

心理学 1 前 2 ○      

倫理学（人権を含む） 1 後 1   ○      

ジェンダー論 1 後 1 ○      

人間関係論 2 前 2 ○      

コミュニケーション論Ⅰ 2 前 1   ○      

ケアリング論 2 後 1 ○      

コミュニケーション論Ⅱ 3 前 1 ○      

看護倫理 3 前 1   ○      

看護カウンセリング 3 前 1 ○      

看護実践と自己洞察 4 後 1 ○      

健
康
と
つ
な
が
る 

統
合
体
と
し
て
の
人
間
と
健
康 

健康科学概論 1 前 1   ○      

基礎病態学 1 前 1   ○      

人体のしくみと働き 1 前 2   ○      

内部環境の調節 1 前 2   ○      

健康スポーツ 1 前 2   ○    

健康と生活行動の科学 1 後 2   ○      

健康社会要因論 1 後 2   ○      

保健医療統計学 1 後 2   ○      

診断・治療学概論 1 後 1   ○      

治療学Ⅰ（循環消化代謝防御） 2 前 2   ○      

治療学Ⅱ（運動・生活） 2 前 1   ○      

治療学Ⅲ（精神・行動障害） 2 後 1   ○      

治療学Ⅳ（小児・女性） 2 後 1   ○      

健康教育論 3 前 2     ○    

周産期医学 4 前 2 ○      
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区分 目標 授業科目 
配当 
年次 

単位数 授業形態 

備考 必
修

選
択 

講
義 

演
習 

実
習

社
会
と
つ
な
が
る 

ヘ
ル
ス
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
と
看
護 

社会医療福祉論 1 後 2 ○      

公衆衛生学 2 前 2   ○      

ヘルスケアシステム論 2 前 1   ○      

国際看護事情 2 前 1   ○    

保健医療福祉行政論 2 後 2   ○      

疫学 2 後 2 ○      

専門職連携 3 前 1 ○      

国際看護学（概念・理論・基本的方法） 3 前 1   ○      

地域看護活動論Ⅲ（地域の健康支援Ⅱ・危機管理） 3 前 2 ○      

地域の保健医療・看護・福祉の現状と課題 3 前 1 ○      

災害看護学 4 前 1 ○      

地域看護活動論Ⅳ（政策・組織化、社会資源開発） 4 前 1   ○    

地域看護学実習Ⅰ（産業看護） 4 通年 1    ○   

地域看護学実習Ⅱ（保健所・市町保健センター） 4 通年 3    ○   

未
来
に
つ
な
が
る 

教
養
と
キ
ャ
リ
ア
発
達 

哲学 1 前 2 ○      

少子高齢社会論 1 前 2 ○      

環境科学論 1 前 2 ○      

科学的思考論 1 前 2 ○      

生物 1 前 2 ○      

基礎英語 1 前 2   ○      

コンピューターリテラシーⅠ（基礎） 1 前 1     ○    

基礎セミナーⅠ 1 前 1     ○    

法学（日本国憲法を含む） 1 後 2 ○      

経済学 1 後 2 ○      

地方自治論 1 後 2 ○      

ボランティア論 1 後 2 ○      

化学 1 後 2 ○      

情報科学概論 1 後 2   ○      

統計学 1 後 2 ○      

基礎セミナーⅡ 1 後 1     ○    

医療英語コミュニケーション 1 後 2   ○      

コンピューターリテラシーⅡ（応用） 1 後 1   ○    

看護教育・キャリア発達論 3 前 1 ○      

国際関係論 3 前 1 ○      

看護研究 3 前 1   ○      

研究演習Ⅰ（文献講読） 3 前 1     ○    

地域政策論 4 前 1 ○      

研究演習Ⅱ（卒業研究）  4 通年 3     ○    

 

 



18 

 

看護医療学部・臨床検査学科の授業科目及び単位数は以下のとおりとする。 

必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

倫理学（人権を含む） 1 前 1 ○

心理学 1 前 1 ○

コミュニケーション論 1 前 2 ○

人間関係論 1 前 1 ○

人間発達学 1 前 1 ○

ジェンダー論 1 後 1 ○

コンピュータリテラシーⅠ（基礎） 1 前 1 ○

コンピュータリテラシーⅡ（応用） 1 後 1 ○

ボランティア論 1 後 1 ○

法学（日本国憲法を含む） 1 後 2 ○

少子高齢社会論 1 前 1 ○

地方自治論 1 後 1 ○

経済学 1 後 1 ○

基礎英語 1 前 1 ○

医療英語 1 後 2 ○

英語コミュニケーション 1 後 1 ○

国際関係論 1 後 1 ○

基礎セミナーⅠ（基礎） 1 前 1 ○

基礎セミナーⅡ（応用） 1 後 1 ○

生命倫理学 1 前 1 ○

科学的思考論 1 前 1 ○

統計学 1 前 2 ○

基礎生物学 1 前 2 ○

基礎化学 1 前 2 ○

健康とスポーツ 1 前 2 ○

健康科学概論 2 前 1 ○

音楽療法 1 後 1 ○

保健医療統計学 1 後 2 ○

保健医療福祉行政論 2 後 2 ○

疫学 2 後 2 ○

健康教育論 3 前 1 ○

解剖組織学 1 前 1 ○

解剖組織学実習 1 前 1 ○

生化学 1 前 1 ○

生化学実習 1 後 1 ○

生理学 1 前 1 ○

分析化学 1 後 1 ○

分析化学実習 1 後 1 ○

実践解剖生理学 3 前 1 ○

人間工学 2 前 1 ○

栄養学 2 後 1 ○

薬理学 2 後 1 ○

医学概論 1 前 1 ○

微生物学 1 前 1 ○

免疫学 1 前 1 ○

血液学 1 前 1 ○

病理学 1 前 1 ○

基
礎
教
育
科
目

人
間
と
コ

ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン

情
報
と
社
会

語
学
と
国

際
社
会

科
学
的
思
考
の
基

盤

専
門
教
育
科
目

専
門
基
礎
分
野

健
康
支
援
と
社

会
保
障
制
度

人
体
の
構
造
と
機
能

医
学
検
査

の

基
礎
と
そ

の

疾
病
と
の

関

連

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 授業形態
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

看護学概論 1 前 2 ○

チーム医療演習Ⅰ（Early exposure） 1 前 1 ○

チーム医療演習Ⅱ（実践） 3 前 1 ○

公衆衛生学 3 後 1 ○

公衆衛生学実習 3 後 1 ○

リハビリテーション論 2 後 1 ○

公衆衛生学特論 4 後 1 ○

情報科学 2 後 1 ○

情報科学演習 2 後 1 ○

医療工学 3 後 1 ○

医療工学実習 3 後 1 ○

医療工学特論 4 後 1 ○

2 前 2 ○

臨床病態学Ⅱ 2 後 2 ○

病態解析診断学 3 後 2 ○

臨床病態学特論 4 後 1 ○

病理検査学 1 後 2 ○

病理検査学実習Ⅰ 2 前 1 ○

病理検査学実習Ⅱ 2 前 1 ○

血液検査学Ⅰ 1 後 2 ○

血液検査学Ⅱ 2 前 2 ○

血液検査学実習Ⅰ 2 後 1 ○

血液検査学実習Ⅱ 2 後 1 ○

医動物学 3 前 1 ○

病理検査学特論 4 後 1 ○

血液検査学特論 4 後 1 ○

一般検査学 1 後 2 ○

一般検査学実習Ⅰ 2 前 1 ○

一般検査学実習Ⅱ 2 前 1 ○

臨床化学検査学Ⅰ 1 後 2 ○

臨床化学検査学Ⅱ 2 前 2 ○

臨床化学検査学実習Ⅰ 2 後 1 ○

臨床化学検査学実習Ⅱ 2 後 1 ○

遺伝子・染色体検査学 2 後 1 ○

遺伝子・染色体検査学実習 3 前 1 ○

放射性同位元素検査学 3 後 1 ○

細胞培養技術学 3 後 1 ○

先端医療技術学 3 後 1 ○

一般検査学特論 4 後 1 ○

臨床化学検査学特論 4 後 1 ○

微生物検査学Ⅰ 1 前 2 ○

微生物検査学Ⅱ 1 後 2 ○

微生物検査学実習Ⅰ 2 前 1 ○

微生物検査学実習Ⅱ 2 前 1 ○

免疫検査学 1 後 2 ○

免疫検査学実習 2 後 1 ○

輸血･移植検査学 2 前 2 ○

輸血･移植検査学実習 2 後 1 ○

微生物検査学特論 4 後 1 ○

免疫検査学特論 4 後 1 ○

専
門
基
礎
分
野

専
門
教
育
科
目

専
門
分
野

専
門
教
育
科
目

臨
床
病
態

学

臨床病態学Ⅰ

形
態
検
査
学

生
物
化
学
分
析
検
査
学

病
因
・
生
体
防
御
検
査
学

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 授業形態

保
健
医
療
福
祉
と

医
学
検
査

医
療
工
学
及

び
情
報
科
学
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

生理機能検査学Ⅰ 1 後 2 ○

生理機能検査学Ⅱ 2 前 2 ○

生理機能検査学Ⅲ 2 後 2 ○

生理機能検査学実習Ⅰ 2 後 1 ○

生理機能検査学実習Ⅱ 2 後 1 ○

生理機能検査学実習Ⅲ 3 前 1 ○

画像検査学 2 前 2 ○

生理機能検査学特論 4 後 1 ○

検査管理総論 2 前 2 ○

検査情報管理学 2 後 2 ○

検査機器管理学 2 後 1 ○

検査精度管理学 3 前 1 ○

関係法規 3 前 1 ○

医療安全管理学 3 前 1 ○

検査リスクマネージメント 3 後 2 ○

食品衛生管理学 3 前 1 ○

食品関連法規 3 前 1 ○

食品衛生学 3 前 1 ○

食品学 3 前 1 ○

臨床細胞学総論Ⅰ 2 前 2 ○

臨床細胞学総論Ⅱ 2 後 2 ○

臨床細胞学演習 3 後 1 ○

細胞診断学演習Ⅰ（総論） 4 前 3 ○

細胞診断学演習Ⅱ（婦人科系） 4 前 3 ○

細胞診断学演習Ⅲ（呼吸器系） 4 前 3 ○

細胞診断学演習Ⅳ（消化器系） 4 前 3 ○

細胞診断学演習Ⅴ（泌尿器系・体腔液） 4 後 3 ○

細胞診断学演習Ⅵ（乳腺･甲状腺） 4 後 3 ○

細胞診断学演習Ⅶ（リンパ節・骨軟部・その他） 4 後 3 ○

研究基礎演習 3 後 2 ○

卒業研究 4 前 4 ○

総合検査学演習 4 後 2 ○

総合臨床実習前演習Ⅰ 2 後 1 ○

総合臨床実習前演習Ⅱ 3 前 1 ○

総合臨床実習 3 前 10 ○

総合臨床実習後演習 3 後 1 ○

専
門
分
野

専
門
教
育
科
目

単位数 授業形態

科
目

区
分

臨地実習

専
門
分
野

専
門
教
育
科
目

医療安全

管理学

食品
科学

細
胞
検
査
士
コ
ー

ス

細

胞

検

査

士

基

礎

科

目

細

胞
検
査
士

専
門

科
目

研究演習

授業科目の名称

配
当
年
次

生
理
機
能
検
査
学

検
査
総
合
管

理
学
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別表２ 

 

検定料、入学金、授業料等は以下のとおりとする。                 

（単位：円） 

（注）授業料等の改定を行なう場合は、全学年を対象とする。 

大学入試センター試験利用入学試験の場合、検定料は、15,000円とする。ただし、

同一入試日程内において、併願受験する場合の検定料は、5,000円とする。 

補修実習費は、1単位2,000円、2単位4,000円とする。（補修実習を受講する者のみ

納付） 

保健師関連履修費は、100,000円とする。（平成24年度以降に入学した保健師国家

試験受験資格取得科目履修生のみ納付） 

助産師関連履修費は、300,000円とする。（助産師国家試験受験資格取得科目履修

生のみ納付） 

細胞検査士関連受講料は、150,000円とする。（（細胞検査士資格認定試験受験資

格取得科目履修生のみ納付） 

同一入試日程内において、併願受験する場合の2回目の検定料は、10,000円とする。 

学力入学試験プラスセンターの検定料は、免除とする。 

 

 

 

区 分 検定料 入学金 
授業料等 

授業料 教育充実費 

入 学 
看護学科 

35,000 200,000
1,060,000 

530,000
臨床検査学科 960,000 

再入学 
看護学科 

32,000 200,000
1,060,000 

530,000
臨床検査学科 960,000 

研究生  20,000 50,000 350,000 ― ― 

科目等履修生  10,000 ― 
  1単位  

   10,000 
― ― 

聴講生   5,000 ― 
  1単位    

   5,000 
― ― 

特別聴講学生  別に定める 
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別表３ 

 

併設校に係る検定料及び入学金は以下のとおりとする。 

            （単位：円） 

入学試験区分 検定料 入学金 

併設校推薦入学試験 
専願 

0

100,000

併願 

一般推薦入学試験 

育成会奨学生入学試験前期日程 

学 力 入 学 試 験 

育成会奨学生入学試験後期日程 
25,000

大学入試センター試験利用入学試験 15,000

（注）学力入学試験前期日程、育成会奨学生入学試験後期日程において、併願受験 

する場合の2回目の検定料は、10,000円とする。 
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新 旧 比 較 対 照 表 

臨床検査学科設置に伴う 

四日市看護医療大学 学則の変更 

新 旧 

 

（学部） 

第４条 本学に次の学部を置く。 

看護医療学部 

２ 前項の学部に置く学科及びその入学定員、収容定

員は、次のとおりとする。 

 

学  部 学  科 入学定員 収容定員

看護医療

学部 

看護学科 100 400 

臨床検査学科 50 200 

 

（学位） 

第 37 条 卒業した者に対し、学長は、教授会の意見

を聴取の上、次の区分に従い、学士の学位を授与する。

 

学  部 学  科 学  位 

看護医療

学部 

看護学科 学士（看護学） 

臨床検査学科 学士（臨床検査学） 

 

 

附 則 

この学則は、平成３２年４月１日から施行する。 

 

別表１ 

卒業要件 

看護学科 

本学科の卒業に必要な取得単位数は 126 単位以上と

し、内容は以下のとおりとする。 

 

必修科目：109 単位 選択科目：17 単位以上 合計 126

単位以上 

 

（表省略） 

 

臨床検査学科 

本学科の卒業に必要な取得単位数は 126 単位以上と

し、内容は以下のとおりとする。 

 

必修科目：117 単位 選択科目：9単位以上 合計 126

単位以上 

 

（別紙－表 1） 

 

 

 

（学部） 

第４条 本学に次の学部を置く。 

看護学部 

２ 前項の学部に置く学科及びその入学定員、収容定

員は、次のとおりとする。 

 

学  部 学  科 入学定員 収容定員

看護学部 看護学科 100 400 

 

 

（学位） 

第 37 条 卒業した者に対し、学長は、教授会の意見

を聴取の上、次の区分に従い、学士の学位を授与する。

 

学  部 学  科 学  位 

看護学部 看護学科 学士（看護学） 

 

 

 

 

 

 

別表１ 

卒業要件 

 

本学の卒業に必要な取得単位数は 126 単位以上とし、

内容は以下のとおりとする。 

 

必修科目：109 単位 選択科目：17 単位以上 合計 126

単位以上 

 

（表省略） 
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別表２ 

 

検定料、入学金、授業料等は以下のとおりとする。 

 

（別紙－表 2） 

 

 

（注） 

授業料等の改定を行なう場合は、全学年を対象とす

る。 

大学入試センター試験利用入学試験の場合、検定料

は、15,000 円とする。ただし、同一入試日程内におい

て、併願受験する場合の検定料は、5,000 円とする。

補習実習費は、1 単位 2,000 円、2 単位 4,000 円とす

る。（補習実習を受講する者のみ納付） 

保健師関連履修費は、100,000 円とする。（平成 24 年

度以降に入学した保健師国家試験受験資格取得科目

履修生のみ納付） 

助産師関連履修費は、300,000 円とする。（助産師国家

試験受験資格取得科目履修生のみ納付） 

細胞検査士関連履修費は、150,000 円とする。（細胞検

査士資格認定試験受験資格取得科目履修生のみ納付）

別表２ 

 

検定料、入学金、授業料等は以下のとおりとする。 

 

（別紙－表 2） 

 

 

（注） 

授業料等の改定を行なう場合は、全学年を対象とす

る。 

大学入試センター試験利用入学試験の場合、検定料

は、15,000 円とする。ただし、同一入試日程内にお

いて、併願受験する場合の検定料は、5,000 円とする。

補習実習費は、1単位 2,000 円、2単位 4,000 円とす

る。（補習実習を受講する者のみ納付） 

保健師関連実習費は、50,000 円とする。（平成 24 年

度以降に入学した保健師国家試験受験資格取得科目

履修生のみ納付） 

助産師関連実習費は、250,000 円とする。（助産師国

家試験受験資格取得科目履修生のみ納付） 
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別紙－表２ 

臨床検査学科設置に伴う 

四日市看護医療大学 学則の変更 

新 旧 

（単位：円）

 

区 分 検定料 入学金 
授業料等 

授業料 教育充実費

入 学 
看護学科 

35,000 200,000
1,060,000

530,000
臨床検査学科 960,000

再入学 
看護学科 

32,000 200,000
1,060,000

530,000
臨床検査学科 960,000

研究生 20,000 50,000 350,000 ― ―

科目等履修生 10,000 ― 
1 単位

10,000
― ―

聴講生  5,000 ― 
1 単位

5,000
― ―

特別聴講学生 別に定める 

 

（単位：円） 
 

区 分 検定料 入学金 
授業料等 

授業料 施設費 実習費 

入 学 35,000 200,000 1,060,000 270,000 260,000 

再入学 32,000 200,000 1,060,000 270,000 260,000 

研究生 20,000 50,000 350,000 ― ― 

科目等

履修生
10,000 ― 

  1 単位

   10,000
― ― 

聴講生 5,000 ― 
  1 単位

   5,000
― ― 

特別聴

講学生
別に定める 
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四日市看護医療大学教授会規程 
 

（趣旨） 

第１条 この規程は、四日市看護医療大学学則第５６条第３項の規定に基づき、四日市看護医

療大学教授会（以下「教授会」という。）に関し、必要な事項を定める。 

（所掌事項） 

第２条 教授会は、次の各号に掲げる事項について審議し、学長が決定を行うに当たり意見を

述べるものとする。 

(1) 学生の入学、卒業及び課程の修了 

(2) 学位の授与 

(3)  前二号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を聴くこと 

が必要なものとして学長が定める次の事項 

① 学生の教育に関する事項 

② 復学、除籍、賞罰等学生の身上に関する事項 

③ 学生の試験に関する事項 

④ 教員の昇任審査における教育研究業績の審査に関する事項 

⑤ その他、学部の運営に関する重要事項 

２ 教授会は、前項に規定するもののほか、学長がつかさどる教育研究に関する事項について

審議し、学長の求めに応じ、意見を述べることができる。 

（組織） 

第３条 教授会は、本学専任の教授をもって組織する。ただし、議長が必要と認める准教授

その他の職員を出席させることができる。 

（会議の開催） 

第４条 教授会は、原則として毎月１回開催する。ただし、議長が必要と認める場合には、

臨時に会議を開催することができる。 

（議長） 

第５条 議長は、学長とする。 

２ 議長に事故あるときは、あらかじめ議長の指名した者がその職務を代行する。 

（会議の成立） 

第６条 教授会は、構成員の３分の２以上の出席により成立する。 
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（構成員以外の出席） 

第７条 議長は必要に応じて、構成員以外の者の出席を求め、意見又は説明を聴くことがで

きる。 

（庶務） 

第８条 教授会の庶務は、教学課において処理する。 

（規程の改正） 

第９条 この規程の改正は、教授会及び大学運営委員会の意見を聴取の上、学長が行う。 

 

附 則  

この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 
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